
史跡の里交流プラザ「柵の湯」 

指定管理者募集要項

秋 田 県 大 仙 市

令和８年７月６日
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 大仙市（以下「市」といいます。）は、大仙市史跡の里交流プラザ「柵の湯」の管理を

効果的かつ効率的に実施するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項の規定及び大仙市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成

１７年大仙市条例第３６６号）の規定に基づき、以下のとおり指定管理者の候補団体を募

集します。 

１ 募集する施設の概要等 

（１） 名   称  大仙市史跡の里交流プラザ「柵の湯」 

（２） 所  在  地  大仙市板見内字一ツ森１４９番地 

（３） 施設の範囲

① 敷 地 面 積  １１，０２２.１６㎡ 

市所有地 10,259.95㎡ 借地 762.21㎡ 

② 延 床 面 積  １，８８１㎡ 

③ 構 造  木造平屋一部ＲＣ造２階建 

④ 施設・設備の内容 ・大浴場「東湯殿」

（124㎡・サウナ・水風呂・大浴槽） 

・露天風呂「東湯殿」

（31㎡・R4.12～設備機器の不具合により稼働不可） 

・大浴場「西湯殿」

（124㎡・サウナ・水風呂・大浴槽） 

・露天風呂「西湯殿」

（31㎡・R4.12～設備機器の不具合により稼働不可） 

・特別浴室（32㎡・身体障がい者用トイレ付）

・交流ロビー（45㎡）

・大広間「銀杏」（64帖・ステージ付）

・中広間「紫陽花」（24帖）

・宿泊研修室・和室

（12帖４室・14帖１室・全室トイレ付） 

・宿泊研修室・洋室

（14帖５室・全室トイレ付） 

・ふれあいボックス「真山」(15㎡)

・ふれあいボックス「長森」(27㎡)

・食事処「かがりび」

（畳席30席・椅子席18席・カウンター席12席） 

・売店

・ｲﾍﾞﾝﾄ広場(575㎡・野外ｽﾃｰｼﾞ【7.5ｍ×7.5ｍ】付)

・駐車場（112台分）

⑤ 施設の設置年月日  平成１２年５月２６日 
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２ 管理の基本方針 

・ 指定管理者は、以下の基本方針に基づき管理を行うものとします。

温泉を活用した市民の健康増進及び福祉の向上を図るとともに、国指定史跡「払

田柵跡」を中心とした歴史学習のための研修の場、地域交流を促進する地域住民の

憩いの場として活用することを目的とし、利用促進に努める。 

３ 指定管理者が行う管理の基準 

・ 指定管理者が管理を行う際の基本事項は、次のとおりとします。

（１） 開館日 通年（但し、毎月第１及び第３火曜日を定休日とする） 

（２） 利用時間     日帰り入浴 午前７時～午後９時 

宿泊者入浴 午後４時～１１時及び翌日午前５時～８時 

    大広間  

 （日帰り客） 午前１０時～午後３時（午後１０時まで延長可） 

 （宿泊客）  午後４時～翌日午前１０時 

宿泊研修室 

（日帰り客） 午前１１時～午後３時（午後１０時まで延長可） 

 （宿泊客）  午後４時～翌日午前１０時 

 ふれあいボックス 午前９時～午後１０時 

レストラン      午前１１時～午後１０時 

イベント広場    午前９時～午後９時 

（３） 個人情報の取り扱い

・ 指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の趣旨に

のっとり、本業務に関し保有する個人情報の保護のために必要な措置を講じ、別記「

個人情報取扱特記事項」を遵守するとともに、施設の管理に関し知り得た情報を漏ら

したり、管理以外の目的に使用してはならない義務を負います。 

（４） 情報公開

・ 指定管理者は、大仙市情報公開条例（平成１７年大仙市条例第１８号）の規

定を遵守し、施設の管理に関して保有する文書や情報の積極的な公開に努める

義務を負います。 

（５） 関係法令等の遵守

・ 指定管理者は、施設の管理を行うにあたっては、労働基準法などの関係法令

や関係条例等の規定を遵守する義務を負います。 

４ 指定管理者が行う業務の範囲等 

（１） 業務の範囲

・ 業務の範囲については、別添「管理業務の内容及び基準について」を参照し

てください。 

なお、部分的な業務については、市の承諾を得たうえで他の事業者に再委託す

ることができるものとしますが、この場合、市内業者に対する受注機会の確保へ

3



の協力をお願いしています。 

（２） 指定管理者と市の責任分担

・ 指定管理者と市との責任分担は、別表リスク分担表のとおりとします。

ただし、表に定める事項に疑義がある場合や定めのない事項については、互

いに協議をして定めることとします。 

５ 指定管理者の指定期間 

・ 指定期間は、原則として令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間

とします。 

なお、この指定期間は、指定に係る市議会の議決後に正式な指定期間となります。 

６ 利用料金収入 

・ 利用料については、指定管理者の収入とします。

また、この利用料金の額は、指定に係る施設の設置及び管理に関し定めた条例に規

定される額を上限として、市長の承認を受けて指定管理者が自ら定めることになりま

す。 

・ 施設を利用する者が、条例、規則で規定する減免の対象者の場合は、利用料金につ

いて同様の減額又は免除をお願いします。 

なお、指定管理料の上限額（以下、「上限額」という。）については、減免した後

の利用料金収入を基に積算した金額となっています。 

７ 物品等の販売 

・ 施設における物品等の販売については、別途協議とします。

８ 業務にかかる経費 

・ 大仙市史跡の里交流プラザ「柵の湯」の管理に要するすべての経費は、利用料金及

び大仙市が支払う指定管理料及びその他収入をもって充てるものとします。 

・ 指定期間（令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間）における指

定管理料の上限額は９１，６１７，９００円とし、収支計画書（応募書類 様式３）は

、その範囲内で作成するものとします。なお、別添「管理業務の内容及び基準につい

て」において、上限額の算定内訳を示しています。 

・ 指定期間内に支払う指定管理料の額は、収支計画書において提示のあった額を基に

双方確認の上、本協定を締結します。 

・ 指定管理料の支払方法等については、指定管理者と協議の上、年度ごとに締結する

「年度協定」で定めることとなります。 

・ 過去２年間の大仙市史跡の里交流プラザ「柵の湯」の利用者数、収入及び施設維持

管理費等については、別添「管理業務の内容及び基準について」の資料を参照してく

ださい。 
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・ 市または指定管理者は、指定期間中に賃金水準または物価水準の急激な変動により

当初合意された指定管理料が不適当となったと認めたときは、相手方に対して指定管

理料の変更を申し出ることができるものとします。 

９ 応募者の資格等 

（１） 応募者は、次に掲げる要件を満たす法人その他の団体（以下「法人等」といい

ます。）とします。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入

札の参加者の資格）の規定に該当しないこと。 

② 指名停止措置を受けていないこと。

③ 貴団体に課税される国税、都道府県税、市町村税、消費税等について、滞納

せず全て納付していること。 

④ 会社更生法、民事再生法等に基づく更生又は再生手続を行っていないこと。

⑤ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２項に規定する暴力団及びその利益となる活動を行っていないこと。 

⑥ 調理師、危険物取扱者（乙種４類）、防火管理者、安全運転管理者、食品衛

生責任者等、施設管理に必要な資格を有する者を常駐させること。 

（２） 複数の法人等がグループを構成して応募する場合（以下「グループ応募」とい

います。）は、代表となる法人等を定めてください。 

また、代表となる法人等は、大仙市内に事業所を設置（指定期間の開始の前日

までに、大仙市内に事業所を設置する法人等を含む。）し、グループ応募の全て

の構成員は、（１）の要件を満たす必要があります。 

（３） 単独で応募した法人等がグループ応募の構成員となること及びグループ応募の

構成員である法人等が他のグループ応募の構成員となることはできません。 

（４） 応募者は、次に掲げる実績を満たす法人等とします。

① 過去１０年以内に、今回募集する施設の類似施設（例：温泉施設、ホテル等

の宿泊施設）において、受付・案内等の日常管理業務、施設の維持管理及び点

検業務、施設設備の保守管理業務、施設の運営管理業務、施設の安全管理業務

、事業計画書・報告書の作成等の管理運営の実績を有すること。 

② グループ応募の場合においては、過去１０年以内に、今回募集する施設の類

似施設（温泉施設、ホテル等の宿泊施設）において、受付・案内等の日常管理

業務、施設の維持管理及び点検業務、施設設備の保守管理業務、施設の運営管

理業務、施設の安全管理業務、事業計画書・報告書の作成等の管理運営の実績

を有する法人等が構成団体に含まれていること。 

なお、グループ応募の場合においては、類似施設の管理運営の実績を有する

法人等が中核となって、施設の運営管理業務、施設の安全管理業務等を行うこ

と。 
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10 応募書類 

（１） 指定申請書（様式１）

①申請団体の概要（様式１－１）

②申請の理由（様式１－２）

（２） 事業計画書（様式２－１～２－１３）

（３） 収支計画書（様式３） ※指定管理期間の年度毎に作成すること。

（４） 定款又は寄付行為（法人以外の団体にあっては、規約等これに準ずるもの）

（５） 登記簿謄本あるいは登記事項証明及び印鑑証明書

※申請前の３ヵ月以内に取得したもの

（６） 団体の収支決算書及び事業報告書

①貸借対照表、損益計算書（又は修正計算書） ※過去３事業年度分

②事業（営業）報告書 ※過去３事業年度分

（７） 直近１年間の国税、都道府県税及び市町村税の滞納がない旨の証明書

①国税（法人税、消費税及び地方消費税）、県税（法人県民税、法人事業税等）

②法人市民税等 ※大仙市内に本店・支店または営業所等がある団体

（８） 上記のほか市長が特に必要と認める書類

①役員名簿及び履歴書

②主な株主または出資者の名簿

③９応募者の資格等の（１）の⑥に示す資格を有している証明書類。

④類似施設の管理実績を証明することができる書類

（指定管理者指定通知の写しや一部管理業務委託の契約書の写し等）

⑤誓約書

（９） グループの構成員及びグループ応募の場合における各団体の役割、責任分担に

関する事項（書式１－１，１－２） ※グループ応募の場合 

（１０） 提出形式

応募書類は原則、全てＰＤＦ化し、(１)～(９)の順にまとめ、１つのＰＤＦ

データとした上で提出してください。 

※ ただし、電子メールにて提出する場合、ファイル容量が大きすぎて添付でき

ないときは、ＰＤＦデータをいくつかに分割し、分けて送信していただいても

構いません。 

（１１） 留意事項

① 必要に応じて、追加資料の提出をお願いすることがあります。

② 応募法人等又は１グループにつき、申請は１件とします。

③ グループ応募の場合には、構成団体ごとに、１０応募書類の（１）①及び（

４）～（８）の添付書類を作成してください。 

④ 提出された書類に虚偽又は不正があった場合は、失格となります。

⑤ 提出された書類の内容は変更することはできません。

⑥ 提出された書類は返却しません。

6



⑦ 提出された書類は原則として公表しません。ただし、指定管理者候補団体の

選定、議会による指定管理者の議決のための資料その他必要な場合は、提出書

類の全部又は一部を使用できるものとします。 

⑧ 応募に関して必要となる経費は、応募者の負担となります。

⑨ 指定申請書提出後の辞退の場合は、辞退届（書式２）を提出してください。

11 応募の手続 

（１） 応募書類の提出方法

・ 応募書類(ＰＤＦデータ)は、次のいずれかの方法により提出してください。

① 電子メールへの添付

② ファイル送信サービス

③ ＣＤロムの持ち込みまたは郵送

※ ＵＳＢメモリ不可

（２） 応募書類の提出先

・ 大仙市観光文化スポーツ部観光施設課

〒０１４－８６０１ 大仙市大曲花園町１番１号

電話０１８７－６３－１１１１（内線２７３）

FAX ０１８７－６３－１１１９

メールアドレス onsen-shisetsu＠city.daisen.lg.jp

（３） スケジュール

期  間  等 内 容 

令和8年7月6日～ 募集要項の配付 

令和8年7月22日 現地説明会及び現地見学会 

令和8年7月6日～7月27日 募集に関する質問書の受付 

令和8年8月3日 質問に対する回答 

令和8年8月17日～8月24日 応募書類の受付 

（４） 留意事項

① 応募書類の受付時間は、平日の午前９時から午後５時までとします。

② 応募者は、可能な限り現地説明及び現地見学会に参加するようにしてくださ

い。参加する場合は、前日の午前中までに参加申込書（書式３）の提出が必要

です。 

③ 募集に関する質問は、質問書（書式４）により行ってください。郵送（受付期

限まで必着）、ファックス、Ｅメールのいずれも受付いたしますが、電話、口頭

による質問は受付しません。 

④ 質問に対する回答は、市のホームページに掲載いたします。

12 指定管理者の候補団体の選定 

（１） 指定管理者の候補団体の選定は、市長が行います。
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（２） 応募者の審査は、市長の附属機関として設置する指定管理者選定委員会が、次

に示す審査項目により行います。 

① 施設の設置目的及び管理方針との整合性

② 平等な利用を図るための具体的手法及び期待される効果

③ サービスの向上を図るための具体的手法及び期待される効果

④ 利用者の増加を図るための具体的手法及び期待される効果

⑤ 施設の維持管理の内容、適格性、効率性及び実現の可能性

⑥ 収支計画の内容、適格性及び実現の可能性

⑦ 安定的な運営（人的及び経理的基盤）

⑧ 類似施設の運営実績

⑨ 地域雇用

⑩ 法令等の遵守

⑪ 緊急時

⑫ 自主管理評価

⑬ その他

（３） 審査は、提出された事業計画書等により行います。

応募者（団体）は指定管理者選定委員会に出席し、提案内容の説明を行うもの

とします。 

（４） 選定結果の通知は、令和８年１０月中旬ごろまでに文書で通知します。

（５） 選定委員会の審査結果については原則公開とします。公表する項目は自社及び

他の申請団体の審査結果とします。 

13 指定管理者の候補団体の選定後の手続等 

（１） 候補団体と市との協議

・ 候補団体と市は、管理運営の業務の細目について協議を行い、協議が整った

場合には、この内容に係る候補団体からの承諾書の提出をもって仮協定としま

す。 

この場合、市は、必要に応じて候補団体の提案に対し、提案内容の趣旨を変

更しない範囲において修正を求めることができることとし、候補団体はこの求

めに対し協議に応じなければなりません。 

 また、候補団体と市との協議が整わない場合は、選定委員会において次点と

なった応募団体を指定管理者の候補団体として協議を行うことになります。 

（２） 指定管理者と市との協定締結

・ 指定管理者の指定に関する事項について議会の議決を経て、候補団体を指定

管理者として指定するとともに、指定期間における基本的事項を定めた「基本

協定」と年度ごとに締結する「年度協定」を締結します。 

14 指定管理者の評価及び指導 

（１） 大仙市史跡の里交流プラザ「柵の湯」の効果的かつ効率的運営を確保するため
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、指定管理者の業務実施状況やサービス等について評価を行います。評価の結果

、施設の運営について改善等必要な場合は、指定管理者に対し、指導、助言、協

議を行い、これに従わない場合は指定の取り消しを行うことがあります。 

（２） 指定管理者は、評価にあたって市が求める資料については、遅滞なく提出する

ものとします。 

（３） 評価結果については、市のホームページに公開します。

15 留意事項 

（１） 指定管理者が、指定管理者としての業務を開始する前において、財務状況等の

悪化等により事業の履行が確実でないと認められるときや社会的信用を著しく損

なうなど指定管理者としてふさわしくないと認められるときは、指定管理者の指

定を取り消し、協定を締結しない、又は協定を解除することがあります。 

（２） 市は、指定管理者の責に帰すべき理由により、指定管理者としての業務の継続

が困難と認められるときは、その指定を取り消すことがあります。この場合にお

いて、市又は第三者に損害を与えたときは、賠償を求めることがあります。 

（３） この応募に関し、応募者が選定委員に接触することはできません。接触の事実

が認められる場合は、失格となることがあります。 

（４） 原則として、会社等の法人にかかる市民税、指定管理者が新たに設置した償却

資産にかかる固定資産税等は課税対象となります。 

（５） 令和８年度末に大仙市史跡の里交流プラザ「柵の湯」で雇用されている従業員

は、できる限り継続して雇用していただけるようご配慮ください。 

（６） 当市のカーボンニュートラルに向けた取り組みとして令和７年４月より木質チ

ップによるバイオマスボイラーを導入しており、化石燃料（灯油）の削減による 

CO２排出量の削減が図られることから、基本的にバイオマスボイラーの利用とな

ります。 

16 問い合わせ先 

・ 大仙市観光文化スポーツ部観光施設課

〒０１４－８６０１ 大仙市大曲花園町１番１号

電話０１８７－６３－１１１１（内線２７３）

メールアドレス    onsen-shisetsu＠city.daisen.lg.jp 
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（別記） 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この協定による管理業務の実施に当たっては個人

の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この協定による管理業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならな

い。この協定による管理業務が終了し、又は指定が取り消された後においても、同様とする。 

（個人情報の安全管理） 

第３ 乙は、この協定による管理業務における個人情報の取扱いについて、個人情報の保護に関す

る法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）に基づく安全管理措置を講ずるととも

に、次の各号の定めるところにより、個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じな

ければならない。 

⑴ 個人情報を取り扱う業務、個人情報の範囲及び従事者を明確化し、取扱規程等を策定するこ

と。 

⑵ 組織体制の整備、取扱規程等に基づく運用、取扱状況を確認する手段の整備、情報漏えい等

事案に対応する体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行うこと。 

⑶ 従事者の監督・教育を行うこと。

⑷ 個人情報を取り扱う区域の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、電子媒体等の取扱い

における漏えい等の防止、個人情報の削除、機器及び電子媒体等の廃棄を行うこと。 

⑸ アクセス制御、アクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防止、情報漏えい等

の防止を行うこと。 

（責任体制の整備） 

第４ 乙は、個人情報の適正な取扱いについて、内部における責任体制を構築し、その体制を維持

しなければならない。 

（責任者等の届出） 

第５ 乙は、この協定による個人情報の取扱いに係る業務の責任者（以下「責任者」という。）及

び業務に従事する者（以下「従事者」という。）を定め、書面によりあらかじめ、甲に届け出な

ければならない。これらの者を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 乙は、責任者に、従事者がこの特記事項に定める事項を適切に実施するよう監督させなければ

ならない。 

３ 乙は、従事者に、責任者の指示に従い、この特記事項に定める事項を遵守させなければならな

い。 

（派遣労働者の利用時の措置） 

第６ 乙は、この協定による管理業務を派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣

労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第２号に規定する派遣労働者を

いう。以下同じ。）に行わせる場合は、労働者派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに
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関する事項を明記しなければならない。この場合の守秘義務の期間は、第２の期間に準ずるもの

とする。 

２ 乙は、派遣労働者にこの特記事項に定める事項を遵守させなければならない。 

３ 乙は、乙と派遣元との契約内容にかかわらず、甲に対して、派遣労働者による個人情報の処理

に関する責任を負うものとする。 

（教育の実施等） 

第７ 乙は、個人情報の適正な取扱い、情報セキュリティに対する意識の向上、この特記事項にお

いて責任者及び従事者が遵守すべき事項の適切な履行に必要な教育及び研修を、責任者及び従事

者全員に対して実施しなければならない。 

２ 乙は、責任者及び従事者に対して、在職中又は退職後においてもその業務に関して知り得た個

人情報を不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用してはならないこと、これに違反した場合の

罰則規定が法にあることその他個人情報の適正な取扱いに関し必要な事項を周知しなければなら

ない。 

（再委託の禁止） 

第８ 乙は、この協定による管理業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、甲の承

認を得た場合を除き、第三者にその取扱いを委託し、又はこれに類する行為（以下「再委託」と

いう。再委託の相手方が当該再委託をする者の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２

条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合を含む。以下同じ。）をしてはならない。 

２ 乙は、前項に規定する甲の承認を得る場合、あらかじめ次の各号に規定する項目を記載した書

面を甲に提出して得なければならない。承認を得た再委託の内容を変更しようとする場合も、同

様とする。 

⑴ 再委託を行う業務の内容

⑵ 再委託で取り扱う個人情報

⑶ 再委託の期間

⑷ 再委託が必要な理由

⑸ 再委託の相手方（ 名称、代表者、所在地、連絡先）

⑹ 再委託の相手方における責任体制並びに責任者及び従事者

⑺ 再委託の相手方に求める個人情報の適正な取扱いに関する措置の内容

⑻ 再委託の相手方の監督方法

３ 乙は、第１項に規定する甲の承認を得て業務を再委託した場合、再委託の相手方にこの特記事

項に定める事項を遵守させるとともに、乙と再委託の相手方との契約内容にかかわらず、甲に対

して再委託の相手方による個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

４ 乙は、再委託契約において、再委託の相手方に対する監督及び個人情報の適正な取扱いの方法

について具体的に規定しなければならない。 

５ 乙は、第１項に規定する甲の承認を得て業務を再委託した場合、その履行を管理及び監督する

とともに、甲の求めに応じて、その状況等を甲に報告しなければならない。 

６ 第２項から前項までの規定は、再委託の相手方が更に再委託（以下「再々委託」という。）を

行う場合以降について準用する。これらの場合において、「乙」とあるのは「再々委託する者」
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等と、「再委託の相手方」とあるのは「再々委託の相手方」等と、「再委託契約」とあるのは

「再々委託契約」等と委託の段階に応じて読み替えるものとする。 

（取得の制限） 

第９ 乙は、この協定による管理業務を行うために個人情報を取得するときは、業務を達成するた

めに必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第１０ 乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、この協定による管理業務に関して知り得た個

人情報を当該管理業務以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第１１ 乙は、甲の承認があるときを除き、この協定による管理業務を処理するために甲から引き

渡された個人情報が記録された資料等を複写し、複製し、又はこれらに類する行為をしてはなら

ない。 

（漏えい等の防止） 

第１２ 乙は、この協定による管理業務に関して知り得た個人情報について、個人情報の漏えい、

滅失及びき損（以下「漏えい等」という。）の防止その他個人情報の適正な管理のために必要な

措置を講じなければならない。 

２ 乙は、甲からこの協定による管理業務を処理するために利用する個人情報の引渡しを受ける場

合は、甲が指定した手段、日時及び場所で引渡しを受けた上で、甲に受領書を提出しなければな

らない。 

３ 乙は、この協定による管理業務に関して知り得た個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」

という。）を特定し、あらかじめ甲に届け出なければならない。その特定した作業場所を変更す

る場合も、同様とする。 

４ 乙は、甲が承認した場合を除き、この協定による管理業務に関して知り得た個人情報を特定し

た作業場所から持ち出してはならない。 

５ 乙は、この協定による管理業務に関して知り得た個人情報を運搬する場合は、その方法（以下

「運搬方法」という。）を特定し、甲に届け出なければならない。その特定した運搬方法を変更

しようとする場合も、同様とする。 

６ 乙は、従事者に対し、身分証明書を常時携帯させるとともに、事業者名を明記した名札等を着

用させて業務に従事させなければならない。 

７ 乙は、この協定による管理業務を行うための個人情報の処理に使用するパソコンや電子媒体

（以下「パソコン等」という。）を台帳で管理するものとし、甲が承認した場合を除き、当該パ

ソコン等を特定した作業場所から持ち出してはならない。

８ 乙は、この協定による管理業務を行うための個人情報の処理に、私用のパソコン等その他の私

用物を持ち込んで使用してはならない。 

９ 乙は、この協定による管理業務を行うための個人情報の処理に使用するパソコン等に、ファイ

ル交換ソフトその他個人情報の漏えい等につながるおそれがあるソフトウェアをインストールし

てはならない。 

１０ 乙は、この協定による管理業務に関して知り得た個人情報を、秘匿性等その他の内容に応じ
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て、次の各号に定めるところにより管理しなければならない。 

⑴ 個人情報は、施錠できる保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室等に保管しなけ

ればならない。 

⑵ 個人情報を電子データとして保存又は甲の承認を得て持ち出す場合は、暗号化処理又はこれ

と同等以上の保護措置をとらなければならない。 

⑶ 個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録されたパソコン等及びそのバック

アップの保管状況並びに個人情報の正確性について、定期的に点検しなければならない。

⑷ 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の受渡し、使用、複写又は複製、保管、

廃棄等の取扱いの状況、日時及び担当者を記録しなければならない。 

（返還、廃棄又は消去） 

第１３ 乙は、この協定による管理業務に関して知り得た個人情報について、管理業務の完了時に、

甲の指示に基づいて返還、廃棄又は消去しなければならない。

２ 乙は、この協定による管理業務に関して知り得た個人情報を廃棄又は消去する場合は、事前に

廃棄又は消去すべき個人情報の項目、媒体名、数量、廃棄又は消去の方法及び処理予定日を書面

により甲に提出し、甲の承認を得なければならない。 

３ 乙は、この協定による管理業務に関して知り得た個人情報を廃棄する場合、電子媒体を物理的

に破壊する等当該個人情報が判読、復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。 

４ 乙は、パソコン等に記録されたこの協定による管理業務に関して知り得た個人情報を消去する

場合、データ消去用ソフトウェア等を使用し、通常の方法では当該個人情報が判読、復元できな

いように確実に消去しなければならない。 

５ 乙は、廃棄又は消去に際し、甲から立会いを求められた場合は、これに応じなければならない。

６ 乙は、個人情報を廃棄又は消去した場合には、甲に対し、その日時、担当者名及び廃棄又は消

去の内容を記録した書面で報告しなければならない。 

（報告） 

第１４ 乙は、甲からこの協定による管理業務の処理に係る個人情報の取扱いの状況について報告

を求められた場合は、個人情報の取扱いに関する点検を実施し、直ちに甲に報告しなければなら

ない。 

２ 乙は、個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなければならな

い。 

（監査及び検査） 

第１５ 甲は、必要があると認めるときは、乙がこの協定による管理業務の処理に係る個人情報の

取扱いについて、この特記事項の規定に基づき必要な措置が講じられているかどうかを検証及び

確認するため、乙及び再委託の相手方（第８に基づき再々委託を行う場合以降の当該再々委託の

相手方等も、同様とする。以下同じ。）に対して、随時、実地の監査又は検査をすることができ

る。 

２ 甲は、前項の目的を達するため、乙及び再委託の相手方に対して必要な情報を求め、又はこの

協定による管理業務の処理に関して必要な指示をすることができる。 

３ 乙は、甲からこの協定による管理業務の処理に関して改善を指示された場合には、その指示に
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従わなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第１６ 乙は、この協定による管理業務の処理に関して個人情報の漏えい等の事故が発生した場合

は、当該事故の発生に係る帰責の有無にかかわらず、当該事故に係る個人情報の内容、数量、発

生場所、発生状況等を書面により甲に直ちに報告し、その指示に従わなければならない。 

２ 乙は、前項の漏えい等の事故があった場合には、直ちに被害を最小限にするための措置を講ず

るとともに、前項の指示に基づいて、当該事故に係る事実関係を当該漏えい等のあった個人情報

の本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態にする等の措置を講ずるものとする。 

３ 乙は、甲と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な限り当該漏

えい等の事故に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなければならない。 

４ 甲は、この協定による管理業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応

じて当該事故に関する情報を公表することができる。 

（指定の取消し等） 

第１７ 甲は、乙がこの特記事項に定める義務を履行しない場合には、その指定を取り消し、又は

期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命じることができる。 

２ 乙は、甲が前項の規定に基づいて指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部

の停止を命じたことにより損害を被った場合においても、甲にその損害の賠償を求めることはで

きない。 

（損害賠償） 

第１８ 乙は、この特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったことにより甲が損害を被った場合

には、甲にその損害を賠償しなければならない。 
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別表1

市
指定
管理者

募集要項等の市が作成した書類の内容の誤りによるもの ○

申請書等の指定管理者が作成した書類の内容の誤りによるもの ○

申請に関して必要となる費用 ○

申請に関して負担した費用及び生じた損害 ○

管理運営の準備のため負担した費用及び生じた損害 ○

市が協定内容を不履行した場合 ○

指定管理者が業務及び協定内容を不履行した場合 ○

施設の管理運営業務に関する法令等の変更による費用の増加 ○ 消費税、地方消費税等

上記以外で指定管理者自身に影響を及ぼす法令等の変更による
費用の増加

○ 法人税等

人件費、物品費等の物価及び金利の変動に伴う費用の増加 ○ 「特記事項4」参照

需要変動・施設の競合
需要の見込み違いや競合施設の影響による利用者減少及び収入
の減少

○

住民対応 指定管理者が適切に管理運営すべき業務に関する苦情等 ○

安全管理
指定管理者の責めに帰すべき事由による個人情報の漏洩や事
故、犯罪発生等

○

経年劣化等による１件５０万円未満の修繕 ※2 ○

経年劣化等による１件５０万円以上の修繕 ○

指定管理者の管理上における瑕疵及び指定管理者の責めに帰
すべき事由による施設・設備等の損傷

○

経年劣化等による１件２０万円未満の修繕 ※2 ○

経年劣化等による１件２０万円以上の修繕 ○

備品の更新

備品一覧に上がっていない１件２０万円以上の備品の新規購入

備品一覧に上がらない１件２０万円未満の消耗品等 ※2 ○

指定管理者の管理上における瑕疵及び指定管理者の責めに帰
すべき事由による備品の損傷

○

指定管理施設の火災保険の加入 ○

施設利用者に係る保険の加入 ○ ○
それぞれの責任におい
て保険に加入すること

自主事業の実施に係る保険の加入 ○

施設管理上の瑕疵による事故又は指定管理者の責めに帰すべき
行為により利用者に損害を与えた場合又は臨時休業に伴う損害

○ 市が求償権を行使

市側の要因により、施設の管理運営業務の継続に支障が生じた
場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費及びそ
の後の維持管理経費における当該事情による増加経費の負担

○

議会の議決が得られな
かった等、協定が締結
できなかった場合

債務不履行

運営費用の上昇

募集及び応募等

リスク分担表
[ 史跡の里交流プラザ「柵の湯」 ]

種　　類 内　　　　容
負　担　者

備　　考

施設・設備

備品・消耗品

備品更新時の責任分担については備品一覧
に定める。新たに購入した備品の責任分担
については購入時に決定することとする。

協　議

保険の加入

管理運営上の事故等
に伴う損害賠償

15



市
指定
管理者

種　　類 内　　　　容
負　担　者

備　　考

不可抗力による施設設備の復旧費用 ○

不可抗力による業務の休止、変更、延期又は臨時休業に伴う管理
費用等

「特記事項3」参照

指定期間終了
指定期間が終了した場合又は、指定を取り消した場合の撤去に関
する撤去費用

○

引継ぎに係る費用
指定期間開始前及び期間が終了した場合の業務の引継ぎに係る
費用

○

【特記事項】

　１．市が実施または要請する事業等への対応

　２．不可抗力による指定の取り消し

　３．不可抗力による施設使用制限に係る対応

　４．物価及び金利の変動に伴う費用の増加の対応

（１） 市または指定管理者は、不可抗力の発生により、指定管理業務の継続等が困難と判断した場合は、相手方に対して指定
取り消しの協議を求めることができるものとし、協議の結果、やむを得ないと判断された場合、市は指定の取り消しを行うもの
とする。

※2　一定金額に満たない施設・設備の修繕及び備品・消耗品の購入に要する費用について
　市は、必要と認める場合に限り、維持管理上必要な最低限の施設・設備の修繕及び備品・消耗品の購入に要する費用を算
　定し、指定管理料の上限額に反映させるものとする。

（２） 前項における取り消しによって指定管理者に発生する損害・損失及び増加費用は、合理性が認められる範囲で市が負担
することを原則として両者の協議により決定することとする。

（１） 不可抗力により当初想定していない施設の使用制限が必要な場合おいて、これにより影響を及ぼすことになる施設管理費
及び利用料金収入等の取り扱いについては、その都度、市と指定管理者との間で協議を行うこととする。
（例）大規模修繕、計画的な改修、感染症対策を目的とする利用制限等

　　人件費、物品費等の物価及び金利の変動に伴う費用の増加については、原則、指定管理者の負担とするが、収支計画に
　多大な影響を与える場合については、市と指定管理者で協議を行うこととする。

不可抗力 （※1）
協　議

※1　不可抗力：天災（地震、津波、落雷、暴風雨、洪水、異常降雨、土砂崩壊等）、人災（戦争、テロ、暴動等）、対人措置等を要
する感染症、法令変更及びその他（突発的な施設設備の不具合等）など、市又は指定管理者のいずれの責めに
も帰すことができない自然的または人為的な現象

（１） 市が実施または要請する事業等への対応は、積極的かつ主体的に対応すること。
（例）緊急安全点検、災害、行事イベント、要人訪問、案内、監査、検査等

（２） 前項の協議によって指定管理者に発生する損害・損失及び増加費用は、合理性が認められる範囲で市が負担することを
原則とする。
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管理業務の内容及び基準について 

[ 史跡の里交流プラザ「柵の湯」 ] 

１ 管理の基本方針 

指定管理者は、以下の基本方針に基づき管理を行うものとする。 

「指定管理者は、業務の遂行にあたり公の施設としての性格を十分に認識し、日

常または定期的に必要な保守・点検業務を行い、快適な施設環境を作るとともに、

各種機器類の性能を常に最良の状態に維持し、故障の予防、設備の恒久化に努め

るものとする。」   

２ 管理業務に関する事項 

（１）管理業務の概要

① 組織及び人員配置

管理業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労働基

準法を遵守し、管理を効率的に行うための業務形態にあった適正な人数の職員

を配置すること。 

② 受付・案内業務

利用者へのサービスに支障のないよう、適切な対応を行うこと。また、利用

者、住民等から苦情があった場合は、適切な対応をするとともに、その内容を

市へ報告すること。 

③ 利用実績等

毎月の利用実績（利用人数、利用率、利用料金収入等）を明らかにするため

の必要な帳簿を作成すること。 

④ 緊急時の対応

ア 災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保、必要な通報等についての

対応計画を作成し、緊急事態の発生時には的確に対応すること。

イ 利用者の急な病気、ケガ等に対応できるよう、近隣の医療機関等と連携し

的確に対応するほか、AED 設置施設にあっては、緊急使用時に備え、従業員

に必要な講習を受講させること。

⑤ 管理業務の詳細

具体的な管理業務の内容については、別紙１のとおりである。

（２）事業計画書及び報告書の提出

① 事業計画書等の提出

毎年度末までに、次の事項を含む翌年度の管理に関する事業計画書及び収支

計画書等を作成し、市に提出すること。 

 なお、提出された当該事業計画書等について、市は必要に応じ説明を求める

ことがある。 

ア 管理体制
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イ 管理業務の実施計画

ウ 利用者数の計画

エ 管理に係る経費の収支計画

オ 自主事業の実施計画に関する事項

カ その他、市が指示する事項

② 業務報告書等の提出

月毎の業務実施状況、収支の状況及び市指定様式（別紙５）の収支実績につ

いて、翌月の２５日までに報告すること。 

③ 事業報告書等の提出

毎年度終了後６０日以内に、次の事項について事業報告書等を提出すること。 

なお、提出された当該事業報告書等について、市は必要に応じ説明を求める

ことがある。 

ア 管理体制

イ 管理業務の実施状況

ウ 利用者数の実績

エ 管理に係る経費の収支状況

オ 自主事業の実施状況に関する事項

カ その他、市が指示する事項

（３）施設利用者に対するアンケート等の実施及び自己評価について

① 施設利用者に対するアンケート等の実施

施設利用者の利便性の向上のため、アンケート等を実施し、施設利用満足度

や意見等を聴取すること。また、その結果及び業務改善への反映状況について

報告すること。 

② 自己評価

施設利用者に対するアンケート等の実施結果及び施設の利用実績を分析した

うえで施設管理に係る自己評価を行うこと。また、その結果及び課題がある場

合はその改善策について、業務報告書の提出に併せて報告すること。 

（４）区分経理について

① 区分経理

指定管理者は施設の管理業務に係る経理と自身の団体等の業務に係る経理と

を区分して経理すること。 

② 収入と支出の適正管理

指定管理者は、指定管理業務専用の口座や帳簿等により、収入と支出を適切

に管理すること。 

３ 保守管理及び施設設備等に関する事項 

（１）保守管理業務

施設の管理運営に支障をきたす事態が発生しないよう、保守管理体制を整備
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すること。 

現在行っている、設備、機器等の保守管理業務は、別紙２のとおりである。 

（２）保険

市は、施設に対する災害共済及び市の瑕疵・過失に起因する事故等に対する

総合賠償保険に加入する。 

  指定管理者は、施設及び設備の管理に起因する事故等に対して賠償責任を負

う場合や、自主事業の実施において自らの瑕疵や過失に起因する事故等に対し

て賠償責任を負う場合、または市からの求償等に備え、指定管理者の責任にお

いて、必要と考える範囲の保険（履行保証保険、施設損害保険、第三者への損

害賠償等）に加入すること。 

なお、市が加入する総合賠償保険の概要については、別紙４を参照すること。 

（３）施設設備及び備品

① 施設の管理運営に支障をきたす事態が発生しないよう、備品の管理を行うこ

と。なお、不具合が生じた場合は市に報告し、募集要項で示すリスク分担表（別

表１）の定めに従い対応すること。

② 新たに備品が必要な場合は、市に協議すること。なお、備品の管理にあたっ

ては、備品台帳を作成し、変更があった場合は更新すること。

③ 備品の一覧については、別紙３を参照すること。

（４）修繕

① 応急的な修繕

施設において、破損、損壊または老朽化により、管理上直ちに修繕を行う必

要がある場合は、速やかに市に報告すること。 

② 計画的な修繕

修繕に係る経費のうち、次年度以降の修繕で対応が可能なものについては、

市に修繕の箇所、金額、優先順位等を報告すること。 

（５）関係書類の整備

保守管理にあたっては、業務日誌、作業記録などの業務関係書類を作成し保

管すること。 

（６）事故・故障等異常時の措置

施設内において、事故または故障等の異常が発生したときは、速やかに必要

な措置を講じるとともに、市を含む関係者に対し、その旨を通報すること。 

また、この場合は、市と協力して原因調査にあたること。 

（７）関係法令等の遵守

当該施設の管理にあたっては、本基準のほか、関係する法令及び大仙市の条
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例、規則等を遵守すること。 

４ その他 

（１）補償対策

指定管理者の管理上の瑕疵により、利用者の生命や身体に損害を与え、また

は財物を損傷した場合、指定管理者が損害を補償し、それ以外の瑕疵による場

合については、両者協議のうえ対応すること。 

（２）市からの指示等への対応

① 市から、施設の管理及び経営状況、並びに施設の現状等に関する調査または

作業の指示があった場合には、迅速かつ積極的に対応を行うこと。

② 市が実施または要請する事業等については、積極的かつ主体的に対応するこ

と。（例）緊急安全点検、災害、行事イベント、要人訪問、案内、監査、検査、

客室や会議室の長期利用等

③ 市が行う指定管理者の評価には積極的に協力するとともに、評価の結果指導

及び助言があった場合には、これに従うこと。

（３）災害等非常時の対応

① 災害等の非常事態が発生した場合は、避難所としての指定の有無にかかわら

ず、市からの指示により施設を使用させるものとすること。

② 市と指定管理者は有事に備え、避難所等の開設、運営が円滑に行えるよう事

前に協議するとともに、避難所等開設時には、運営に協力すること。
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（別紙１） 

管 理 業 務 一 覧 

［ 史跡の里交流プラザ「柵の湯」］ 

＊日常業務（毎日実施する業務(秋田県公衆浴場法施行条例参照)） 

業務名 業務の内容 頻度 留意事項 

運営業務 お客様の受付案内 毎日 

宿泊・宴会等の予約受付 随時 

利用者への安全で適切なサービスの提供 毎日 

利用料金の収受・管理 毎日 

業務日誌の記入 毎日 

館内清掃 ホール・廊下 毎日 

大広間（床、テーブル） 毎日 

休憩室（床、ソファー） 毎日 

トイレ 毎 日２回

以上 

脱衣所（床、洗面台、大浴場ドア縁、脱

衣ロッカー） 

毎日 

大浴場サウナ室マット入れ替え 毎日２回

以上 

利用者数

で調整 

レストラン床、テーブル 毎日 

客室棟廊下 毎日 

宿泊客室 毎日 

館外清掃 玄関周り（玄関マット、風除室、階段等） 毎日 

駐車場清掃・点検 毎日 

清掃管理 大浴場清掃（風呂桶、鏡、蛇口等） 毎日 ※塩素系

洗浄剤等

を使用し

て清掃

特別浴室清掃（風呂桶、鏡、蛇口等） 毎日 

露天風呂清掃（床等） 毎日 

ろ過機ヘアキャッチャー網清掃・消毒 毎日 

換水による浴槽清掃（大浴場、特別浴室） 週 ４回以

上 

大浴場点検（上記箇所の汚れや破損点検） 毎日 

特別浴室点検（上記箇所の汚れや破損点

検） 

毎日 

露天風呂点検（上記箇所に汚れや破損点

検） 

週１回 

サウナ室清掃・点検（汚れや破損点検） 毎日 
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業務名 業務の内容 頻度 留意事項 

施設管理 ろ過機の薬剤注入（塩素剤等） 週 ２回以

上 

逆洗洗浄（ろ過機） 週５回 自動 

ボイラー、ろ過機、制御盤、ラインポン

プ等の点検（異常ランプ点灯、機器異常

音、配管漏水等） 

毎日 

利用者の安全確保、館内外のパトロール 毎日 

ＡＥＤの使用準備管理ランプの確認 毎日 

送迎 宿泊・宴会客等の送迎 随時 

調理業務 宿泊・宴会・レストラン 毎日 休館日除く 

配膳業務 宿泊・宴会・レストラン 毎日 休館日除く 

除雪 出入口・駐車場除雪 随時 冬期間

除雪作業（雪下ろし） 屋根の雪下ろし 随時 冬期間

厨房機器点検 各種機器の点検 毎日 

＊月例業務（毎月定期的に実施する業務） 

業務名 業務の内容 頻度 留意事項 

食材等棚卸 食材・飲料の棚卸 毎月１回 月末 

売店商品点検 欠品・期限切れ商品点検 毎月１回 

業務報告書提出 月別利用状況の報告 毎月１回 

公共料金支払い 公共料金支払い 毎月１回 

電気保安業務 電気工作物保守管理 毎月１回 

ごみ収集運搬処理業務 可燃、不燃ごみの分別、業者への引渡し

等 

毎月８回 

浄化槽管理業務 浄化槽の維持管理 毎月１回 

イベント広場側窓清掃 イベント広場側の窓清掃 毎月１回 

客室棟廊下窓清掃 客室棟廊下窓清掃 毎月１回 

露天風呂窓清掃 露天風呂側窓の清掃 毎月１回 

水位計配管清掃・点検 水位計配管清掃及び点検 毎月４回

以上 

洗剤等で

清掃し、

消毒する

こと 

雨樋清掃・点検 雨樋の清掃・点検 毎月１回 

ろ過機消耗品交換 ろ過機のフィルター交換 毎月１回 

ＡＥＤの管理 バッテリ装着セルフテストの実施 毎月１回 

アンケート用紙回収 集計・要望対応 毎月１回 
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＊年間業務（年間を通じて定期的に実施する業務） 

業務名 業務の内容 頻度 留意事項 

施設管理 浴槽配管清掃 年１回 

草刈り 敷地内草刈り 随時 

冬囲い 敷地内樹木の囲い・取り外し 年１回 

受水槽清掃 受水槽の清掃 年２回 ５月、１１

月 

受水槽水質検査 年１回 

貯湯槽清掃 貯湯槽清掃 年２回 

グリストラップ清掃 グリストラップの清掃 年４回 

冷温水機発生機保守点検 冷温水機発生機の保守点検 年２回 ６月、１０

月 

冷却水配管清掃業務 冷温水機発生機冷却水配管の清掃 年１回 

給湯ボイラー保守業務 給湯ボイラーの保守 年１回 

消防設備保守点検 消防設備の保守 年２回 

自動扉開閉装置保守点検 自動扉の保守 年２回 

特殊建築物法定検査 特殊建築物の法定検査 年１回 

地下タンク気密漏洩検査 年１回 

ろ過装置維持管理業務 浴槽ろ過装置(西湯・東湯・特別湯)の維

持管理 

年６回 

配管清掃業務 大浴場・特別浴室 隔年 
令和 7年度

実施 

シャワー設備点検・清掃 年２回の点検及び年１回以上の清掃及

び点検 

年２回 洗剤等で

清掃し、消

毒するこ

と 

浴槽洗浄剤注入 レジオネラ対策のために塩素系洗浄剤

等で浴槽を洗浄

年３回 
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（別紙２） 

保守管理業務一覧 

［ 史跡の里交流プラザ「柵の湯」］ 

 現在、史跡の里交流プラザ「柵の湯」において実施している保守管理業務及び業務委

託先は、次のとおりです。 

業務の名称 業務委託先 頻度 
特記事項 

（契約内容等） 

電気保安業務 

ごみ収集運搬処理業務 

浄化槽管理業務 

グリストラップ清掃 

受水槽清掃 

冷温水機発生機保守 

冷却水配管清掃業務 

給湯ボイラー保守業務 

ろ過装置維持管理業務 

消防設備保守点検 

自動扉開閉装置保守点検 

特殊建築物法定検査 

地下タンク気密漏洩検査 

配管清掃業務 

（一財）東北電気保安協会 

（有）さいとう清掃 

（有）さいとう清掃 

（有）さいとう清掃 

（有）冨樫清掃 

大曲施設工業（株） 

大曲施設工業（株） 

大曲施設工業（株） 

大曲施設工業（株） 

阿部防災 

フルテック（株）

（有）館設計

鈴木正俊商店（有）

（有）平鹿清掃興業

毎月１回 

毎月８回 

毎月１回 

年４回 

年２回 

年２回 

年１回 

年１回 

年５回 

年２回 

年２回 

年１回 

年１回 

隔年 

５月、１１月 

６月、１２月 

大浴場・特別浴

室 
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（別紙３）

＊備品等（Ⅰ種）※市が購入調達し、指定管理者に貸与するもの

市 指定管理者

片袖机 ライオン・LT-107S-B 3 不明 ○ 事務室・フロント・厨房
片袖机 ライオン・LT-104S-LB 1 不明 ○ 事務室
耐火金庫 デリカ レオ・LD-51N 1 不明 ○ 事務室
デジタルカメラ キャノン 1 R3.3 ○ 事務室
ラミネーター アイリス 1 R3.4 ○ 事務室
受付錠類収納棚 不明 1 不明 ○ 事務室（キーボックス）
ビジネスフォン αⅨS型 18 不明 ○ 事務室1・フロント2・厨房1・中広間(あじさい)1・大広間2・ふれあいBOX(長森)1・洋室、和室10

ビジネスフォン　留守電用 不明 1 不明 ○ 事務室
ホワイトボード　月予定 NH-13SY 1 不明 ○ 事務室
サイドテーブル 673-51　TK-445T 1 不明 ○ フロント（レジ台）
丸イス ライオン・No.24 2 不明 ○ フロント
センターテーブル TBA9645-XR 7 不明 ○ フロント1・売店1・レストラン2・倉庫2・廊下1
事務用イス 不明 4 不明 ○ 事務室2(グレー)・フロント1(ブラウン)・厨房1(ピンク)

クレジット端末機 東芝テックCT-5100 1 Ｈ29.6 ○ フロント
防犯カメラ一式 セコム 1 Ｒ3.9 ○ フロント・廊下
書庫　引き戸型下置き VGB-11S 1 不明 ○ 宿直室
書庫　開き戸型下置き ライオン 1 不明 ○ 宿直室
座卓　折脚 ZT-32 1 不明 ○ 休憩室
ロッカー4人用 ライオン・NO.74-N 5 不明 ○ ロッカー室男2台・女3台
用具入れ ライオン 1 不明 ○ ロッカー室男
洗濯機 NA-W50A2-C 1 不明 ○ 従業員用出入口横倉庫
AED フィリップス・HS1+e/FRx+e 1 R4.5 ○ 更新　R12（ホール）
センターテーブル正方形 不明 2 不明 ○ ホール
柱周りベンチ　3方向 不明 1 不明 ○ ホール
パンフレットスタンド AS-316CS 1 不明 ○ ホール
新聞ラック 不明 1 不明 ○ ホール
電話台 不明 1 不明 ○ ホール
パーテーション ジョインテックス 1 不明 ○ W1200 H1600　ホール
パーテーション ジョインテックス 1 不明 ○ W1200 H1500 上部半透明　ホール
布張りソファ　1人掛　ピンク 不明 5 不明 ○ ホール(ミーティングルーム）4・倉庫1
ワゴン　キャスター仕様 不明 2 不明 ○ 売店
靴ロッカー　72人用（木製　横8列　縦9列） 不明 1 不明 ○ 下足室
長靴ロッカー　28人用（木製　横7列　縦4列） 不明 1 不明 ○ 下足室
靴箱 KOYO 3 不明 ○ 下足室
歓迎看板　木製アクリル板付 不明 1 不明 ○ 風除室
傘立て　48本立て TUS-48 1 Ｒ3.8 ○ 風除室
車イス　折りたたみタイプ CM-2 2 不明 ○ 風除室
手押し車 不明 2 不明 〇 風除室
マイクロバスシビリアン 日産 1 Ｈ21.9 ○ 平成２１年式（秋田２００ さ １０２２）
テレビ台 不明 3 不明 ○ 大広間2・交流ロビー1
歓迎看板 不明 1 不明 ○ 大広間
ゼミテーブル LA1860チーク 2 不明 ○ 大広間バックヤード
カラオケ機器 Clarion DS3000A 1 不明 ○ 大広間バックヤード
演台 NO.90 1 不明 ○ 大広間バックヤード
液晶テレビ 日立 7 不明 ○ 大広間2、サウナ2、交流ロビー1、中広間1、休憩室1

業務用掃除機 パナソニックＭＣ-Ｇ3000Ｐ 3 R3.5 ○ 中広間物置1・大広間バックヤード1・2Fリネン室1
座布団　広間・客室用 不明 80 不明 ○
座布団　一般休憩用 不明 20 不明 ○
片折テーブル THF-1867LH-TE 2 不明 ○ ふれあいBOX(長森)
エレクターシェルフ 不明 4 不明 ○ W1800 H1500　ふれあいBOX(真山)
ホワイトボード　キャスター付き ライオン 1 不明 ○ ふれあいボックス(真山)
座卓　固定脚　W1500 榛名75　150 3 不明 ○ 食堂1 ・倉庫1、ふれあいボックス(真山)1
座卓　固定脚　W1800 榛名75　180特注 3 不明 ○ 食堂3
食堂テーブル　W1500 T-516(50)NT 3 不明 ○ 食堂
食堂テーブル　小 T716-NT 3 不明 ○ 食堂
食堂イス　 DC-716②NT 18 不明 ○ 食堂
座布団　レストラン用 不明 20 不明 ○ 食堂
エレクターシェルフ　W1200×H1800 不明 4 不明 ○ 厨房
エレクターシェルフ　W1800×H1900 不明 1 不明 ○ 厨房
エレクターシェルフ　W450×H680 不明 1 不明 ○ 厨房
エレクターシェルフ　W900×H1800 不明 1 不明 ○ 厨房
業務用シェルフ　W1500×H1500 不明 1 不明 ○ 厨房
ラック　W750×H1500 不明 1 不明 ○ 厨房
炊飯台　下部炊飯器 不明 1 不明 ○ 厨房
ガス炊飯器 リンナイ・RR-30S1、RR-15SF 2 不明 ○ 厨房

品名 メーカー・型式 数　量
購入
年度

大仙市史跡の里交流プラザ「柵の湯」　備品一覧

備　考
更新時の責任分担
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市 指定管理者

ガス赤外線グリラー　上火式 リンナイ・RGP-46A 1 不明 ○ 厨房
フライヤー TGEF-B43C-U 1 不明 ○ 厨房
脇台 不明 2 不明 ○ 厨房
上棚 ヤマト 1 不明 ○ 厨房
コールドテーブル　冷蔵庫 三洋電機・SUC-UV1261S 2 不明 ○ 厨房
作業台 三洋電機 2 不明 ○ 厨房
上棚　2段　W1200 ヤマト 1 不明 ○ 厨房
上棚　2段　W1800 ヤマト 1 不明 ○ 厨房
電子レンジ 三洋電機・EM-650T 1 不明 ○ 厨房
コールドテーブル　恒温加湿庫 三洋電機・SHU-EV1261S 1 不明 ○ 厨房
舟型シンク 不明 1 不明 ○ 厨房
ガステーブルコンロ マルゼン 1 不明 ○ 厨房
電子ジャー　 象印・NPXA18 1 不明 ○ 厨房
電子ジャー ナショナル・SR-UH36 1 不明 ○ 厨房
調理台　対面引出し付き 不明 1 不明 ○ 厨房
一層シンク　脇台 ヤマト 1 不明 ○ 厨房
ビールサーバー アサヒ 2 不明 ○ ※借入品　厨房
調理台　引出し付き2 ヤマト 1 不明 ○ 厨房
標準型冷蔵ショーケース 三洋電機・SMR-M48SNB 1 不明 ○ 厨房
POSオーダーエントリーシステム 東芝テック、オムロン 1 Ｈ27.6 ○ 厨房
食器洗浄機 ホシザキ 1 Ｈ28.12 ○ 厨房
キューブアイスメーカー　大 ホシザキ・IM-35M-1 1 Ｈ28.12 ○ 厨房
チップアイスメーカー ホシザキ・CM-60A 1 Ｈ30.3 ○ 厨房
プレハブ冷蔵庫 ホシザキ・HVS-11RB-IV 1 Ｈ30.6 ○ 厨房
スチームコンベクションオーブン ホシザキ・MIC-6SA3-1 1 Ｒ2.8 ○ 厨房
吊り戸棚 ヤマト 5 不明 ○ 厨房2・配膳室3
クリーンテーブル 不明 2 不明 ○ 厨房1・配膳室1
二層シンク 不明 2 不明 ○ 厨房1・配膳室1
自動酒かん機 サンシン・TSK-2200 1 不明 ○ レストラン
角イス No.11F 504-39 5 不明 ○ 厨房2・交流ロビー1・脱衣室男女各1
タテ型業務用冷凍庫 パナソニック・SRF-LV1263S 1 R6.3 ○ 厨房
盛付台　戸棚付き　W1950 ヤマト 1 不明 ○ 厨房
盛付台　戸棚付き　W1800 ヤマト 2 不明 ○ 厨房
盛付台　戸棚付き　W1200 ヤマト 1 不明 ○ 厨房
盛付台　戸棚付き　W1400 ヤマト 1 不明 ○ 配膳室
コーテリーカート メトロ 4 不明 ○ 配膳室（L×2、M×2）
コールドワゴン ニチワ・CW-451G 1 不明 ○ 配膳室
電気ホットワゴン ニチワ・HWN-450G 1 不明 ○ 配膳室
調理台　引出し付き1 ヤマト 1 不明 ○ 配膳室
食器洗浄機 パナソニックDW-HT44U3 1 Ｒ1.11 ○ 配膳室
宴会用テーブル 新平安三人膳 8 Ｒ3.3 〇 Ｗ＝1800　Ｄ＝450　Ｈ＝620
宴会用イス 軽井沢 16 Ｒ3.3 〇 シート高350mm
案内看板 6-389-6 5 不明 ○ 宴会場4・風除室1
案内看板　アクリル板　黒 6-389-7 4 不明 ○ 宴会場
ハンガーラック ライオン 5 不明 ○ 廊下
液晶テレビ 日立 10 不明 ○ 洋室５室・和室５室各１
客室用冷蔵庫 不明 10 不明 ○ 和室5室各1・洋室5室各1
座卓　固定脚 橘　150 5 不明 ○ 和室5室各1
ポットワゴン　キャスター仕様 橘 5 不明 ○ 和室5室各1
ホテル用金庫　ダイヤル無し SS-1NK 5 不明 ○ 和室5室各1
ホテル用金庫　テンキー仕様 MSS-H　18kg 5 不明 ○ 洋室5室各1
クローク　ワードローブ（特注） 不明 5 不明 ○ 洋室5室各1
ライティングデスク　金庫ボックス付き H-321　特注 5 不明 ○ 洋室5室各1
ライティングイス H-527 5 不明 ○ 洋室5室各1
バゲージラック（特注） 不明 5 不明 ○ 洋室5室各1
ヘッドボード D-11(SW) 10 不明 ○ 洋室5室各2
ナイトテーブル　時計・ライト付き H-213　特注 5 不明 ○ 洋室5室各1
フェイスミラー H-737　特注 5 不明 ○ 洋室5室各1
ソファベッド HPS-04 10 不明 ○ 洋室5室各2
センターテーブル H-428　特注 5 不明 ○ 洋室5室各1
ベッド　セミダブル MB-STD 10 不明 ○ 洋室5室各2
エアロカートE DS-227-110-0 1 不明 ○ 2Fリネン室1
リネンカート 不明 3 不明 ○ 1Fリネン室1・2Fリネン室1・廊下1
スティッククリーナー マキタＣＬ070ＤＳＨ 1 Ｒ3.3 〇 1Fリネン室1・2Fリネン室1
中量物品棚　200kgタイプ　 LLK6634連結 2 不明 ○ 倉庫
中量物品棚　200kgタイプ　 LLK6634連結 5 不明 ○ 倉庫
ターンテーブル TC-1200 10 不明 ○ 倉庫
イス　茶色 不明 13 不明 ○ 倉庫4・廊下7・脱衣室女2

品名 備　考メーカー・型式 数　量
購入
年度

更新時の責任分担
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市 指定管理者

台車　抗菌仕様 FT-23C 2 不明 ○ 倉庫・ふれあいボックス(真山)
テーブル SOA3522　張地F 4 不明 ○ 交流ロビー1・倉庫3
ソファ　背付　1人掛け SOA3511　張地F 12 不明 ○ 交流ロビー10・倉庫2
ソファ　背付　コーナー SOA3514　張地F 2 不明 ○ 交流ロビー
ソファ　背無　コーナー SOA3510　張地F 4 不明 ○ 交流ロビー3・倉庫1
廊下カーテン 不明 1 R3.5 ○ 交流ロビー前（1組）
脱衣ボックス　 2列4段 不明 6 不明 ○ 一般浴室脱衣室男女各3
冷水器 HITACHI　RW-146P 2 R3.5 ○ 脱衣室男女各1
イス　水色 不明 4 不明 ○ 脱衣室男女各2
ベビーベット 不明 1 不明 ○ 脱衣室女
体重計 タニタ 2 不明 ○ 脱衣室男女各1
座卓　折り脚タイプ　軽量タイプ・取っ手付 ZT-192 15×60 41 不明 ○
中折テーブル M-1 12 不明 ○
スタッキングチェア　ピンク N941 23 不明 ○
消火器 YA10NX 13 R1 ○ 更新　R11
高圧洗浄機 GHS 1516-Ⅱ 1 不明 ○ 廊下

＊備品等（Ⅱ種）※市が必要と判断し、指定管理者に購入調達させたもの

市 指定管理者

備　考

備　考品名 メーカー・型式 数　量
購入
年度

更新時の責任分担

品名 メーカー・型式 数　量
購入
年度

更新時の責任分担
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（別紙４） 

※全国町村会総合賠償補償保険制度のあらまし（２０２６年版）より抜粋
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１．契約類型別保険金額（限度額） 

２．契約類型番号および保険料分担率（１年間につき住民１人あたり） 

※大仙市加入プラン＝契約類型「２」
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（別紙5）

令和　年　月分収支実績報告書 史跡の里交流プラザ「柵の湯」

◎施設利用収入の実績（税抜）
単位：円

令和　　年　月分 備　　考

◎施設維持管理費用の実績（税抜）

令和　年　月分 備　　考

賃金（非課税項目）

社会保険料（非課税項目）

指定管理施設の電気料

自動販売機電気料

上下水道料

燃料費

修繕料

印刷製本費

消耗品

電話料

郵便料

宣伝広告費

リネン費

手数料（非課税項目）

保険料

項  目

利
用
料
収
入
等

温泉収入

宿泊室料

日帰り室料

レストラン売上

宴会料理

宿泊料理

売店売上

その他の収入

温泉使用料

自動販売機収入

自動販売機電気料

消費税

収入合計

項  目

人件費

需用費

役務費

委託料

使用料及び借上料

計

仕入高

備品購入費

租税公課

その他

消費税（非課税項目）
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■利用実績 史跡の里交流プラザ「柵の湯」

97,045 87,795

2,664 1,939

■維持管理実績－収入（税抜/単位：円）

40,719,298 40,796,930

27,276,954 28,171,140
R6男女大浴場約1カ月休業。R7以降通常通りの営業。R7.４月
より入湯料値上げ。

11,649,290 11,006,027

1,793,054 1,619,763

28,157,024 26,651,217

6,349,122 6,911,709

8,282,554 8,183,127

6,576,322 4,950,436

6,949,026 6,605,945

498,240 60,612 建物貸付収入、古紙売払い金、EV充電器電気料還元金

388,152 388,152 自動販売機建物貸付収入

39,152 50,758

69,801,866 67,947,669

■維持管理実績－支出（税抜/単位：円）

43,992,092 44,066,962

39,291,374 38,772,268

4,447,138 5,104,924

253,580 189,770

25,732,614 25,091,863

12,238,118 10,990,847

39,152 50,758

10,630,107 11,623,441

42,000 48,000

2,783,237 2,378,817

3,232,601 3,103,065

355,838 379,679

4,957 5,500

1,890,159 1,902,799

780,960 626,750

200,687 188,337

19,876,397 20,017,500

3,465,200 4,705,820
R7冷温水発生機更新工事監理により増額。R8は冷温水発生機の更新
により、それに関する保守点検等減額見込み

1,274,636 942,878

14,707,061 14,031,866

409,500 312,300

20,000 24,636 負担金

4,370,859 3,698,660

97,204,563 95,978,050

維持管理実績 （直近２か年）

令和6年度

令和6年度 令和7年度 備　　考

令和7年度 備　　考

入湯者数（人）

宿泊者数（人）

項  目

項  目

支出合計

※この表は税込みの実績から消費税10％分を除いたものです。

その他

修繕料

賃金
（非課税項目）

社会保険料
（非課税項目）

厚生費

指定管理施設の電気料

印刷製本費

消耗品費

その他

郵便料

使用料及び借り上げ料

仕入高

租税公課

自動販売機の電気料

宿泊室料

日帰り室料

利用料金収入

温泉収入

その他の収入

宴会料理

売店売上

宿泊料理

販売料金収入

レストラン売上

自動販売機収入

自動販売機電気料

令和7年度 備　　考

収入合計

需用費（※修繕料除く）

人件費

令和6年度項  目

燃料費

電話料

手数料

保険料
（非課税項目）

委託料

役務費

リネン料
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